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１．はじめに 

JCA 九州支部大会のテーマである「コミュニケーション学は持続可能か」という問いに対して、

組織コミュニケーションを専門とする筆者が、「質的研究の可能性と批判的視座の方向性」という

視点から、議論を展開する。 

 

２．組織研究の対象と課題 

最初に、「組織研究」とはどういう研究領域なのかを紹介する。組織研究において研究対象とな

るのは主に、民間企業である。しかしそれだけではなく、非営利団体や教育組織、医療組織など、

多様な組織の活動や組織メンバーの行動をも対象とする。組織研究の中身としては、組織をどの

ように管理するかに焦点が置かれ、動機付け、生産性、イノベーション、経営戦略などについて

の研究が多い。これらのキーワードで表わすようなテーマは、管理する側からの視点に立ってい

ると言える。したがって、組織の研究は誰のための研究なのかを考えると、働く人々のためとい

うよりむしろ、経営者のための研究になっている可能性がある。 

日本の組織研究においても、ジェンダー問題や職場の公正などは大きなテーマになっていない

のが現実である。しかしヨーロッパやアメリカの組織研究の一部には、組織研究の陽の当たらな

い側面に注目する研究者も多く、その研究者たちは現代の組織研究が経営管理主義的な前提に立

っている点を批判している。この流れは後述する Critical Management Studies（CMS）という研究

として表れ、筆者もその一人として、批判的視座から組織のコミュニケーションを研究している。 

 

３．組織コミュニケーション研究を取り巻く状況 

コミュニケーション学と組織研究の結びつきという点は、非常に重要である。後述するように、

心理学や経営学、社会学が組織経営と結びつきをもつなか、コミュニケーション学はどのように
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組織を捉えるか、つまり非常に強い周辺領域とどのように差別化するかは、組織コミュニケーシ

ョンの存立意義であるといっても過言ではない。またそれは、組織コミュニケーション研究者に

とって重要なアイデンティティ形成に関係するといえる。さらに組織コミュニケーションは、コ

ミュニケーション学の領域の中でもユニークな研究領域と考える。しかし対人、グループ、組織、

マス・コミュニケーションのように、対象とする社会的な単位の視点から見ても、また異文化、

医療・ヘルス、教育などの研究領域という視点から見ても、日本において組織コミュニケーショ

ン研究者は極めて少ないという現状がある。 

本論考の目的は、コミュニケーション学の中で組織研究とコミュニケーション研究のつながり

をどう考えるか、組織コミュニケーション研究者がどのように葛藤しているかを示すことにある。

この考察を通じて、「コミュニケーション学は持続可能か」という問いに回答していきたい。 

 

４．研究領域との関係 

最初に組織コミュニケーション全体像を理解していただくため、図表１の組織コミュニケーシ

ョンの教科書（Mumby & Kuhn, 2019）の目次を紹介する（なお、本稿に掲載する図表は、すべて

巻末にまとめて収録した）。 

教科書のサブタイトルが示すように批判的な内容が多いが、一般的な組織コミュニケーション

の教科書と同様、前半に古典的な経営組織論の基本理論があり、そして後半はより現代的な組織

問題に焦点が当てられている。例えばダイバーシティや LGBTQ、ジェンダーとマイノリティの問

題、そしてブランディング、コミュニケーション・テクノロジーの問題などが、後半に配置され

ている。図表２は、比較的新しいハンドブックタイプの組織コミュニケーション研究の動向が示

されているため（McDonald & Mitra, 2019）、どのようなテーマが研究されているか理解しやすい。

アイデンティティ、ソーシャリゼーションと組織文化、ジェンダーやマイノリティ、ダイバーシ

ティ問題、感情労働など、また組織コミュニケーション研究の伝統であるネットワーク分析など

が研究されている。さらにリスクやクライシスとレジリエンス、復興関係の研究も発展している

領域である。 

これらの内容は、組織コミュニケーションと競合する他の研究領域においても類似している。

つまり研究の「領域」としては、経営学やビジネススクールの経営組織論、社会学の組織社会学、

心理学の産業組織心理学という学問分野にまたがり重なっている。経営学は最も人気があり、そ

の経済力とマーケット価値ゆえに、組織研究の主流といえよう。日本において社会学や心理学は

すでに学部・学科として形成されているため、安定した力を持っている。日本における組織コミ

ュニケーション研究は学科としての独立性を保持しておらず、間借り状態の不利な条件下にある

といえる。 

筆者はアメリカでコミュニケーション学の博士号を取得後、しばらくアメリカの大学で働き、

その後日本の大学の教員募集に応募しようとした。しかしその時、日本の大学でどの分野に応募

するのが適切なのか見当がつかず、またその答えもなかなか見つけられなかった。産業組織論や

経営学の分野などに応募したが、全て採用されることはなかった。当時、西南学院大学からアメ

リカの National Communication Association にビジネス・コミュニケーションというタイトルでの公

募があり、筆者は運よく日本において研究する場を得ることができたというわけである。日本の

大学はコミュニケーション学独自の学部組織を持っていないことが多く、また組織研究における

強力な隣接領域があるため、組織コミュニケーション研究の独自性を維持することは困難である
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と言わざるを得ない。 

 

５．研究者としての歩み 

図表３が示すライフヒストリーを通じ筆者自身の研究者としての歩みを振り返り、筆者が組織

コミュニケーションという領域を専門とするに至るまでの葛藤と、その後の研究者としてのアイ

デンティティ形成を考察したい。 

筆者のキャリアは大学卒業後、日本生産性本部という財団法人にて、人事コンサルタントとし

てスタートした。シンクタンク組織でもあり、日本の産業組織をよく見ることができたのは、筆

者の大きな財産となっている。クライアントの多くは企業や行政組織の人事部であり、主に社員

教育や人事考課などの産業教育と人事システムの開発に従事した。 

そのような中、大きな矛盾を感じ、それについての疑問が常に頭から離れることはなかった。

一例は、新入社員教育現場での男女差である。当時は女性社員だけにお茶の入れ方のトレーニン

グがあり、なぜか女性の名刺だけ角が丸くなっているなど、明らかに女性蔑視、男性中心の産業

社会構造があり、これには強い違和感を持った。また筆者がかかわった研修において、日本産業

界のお家芸といえるクオリティ・コントロール（QC）の活動、小集団をベースとした安全管理活

動は有効である反面、カルト宗教的な集団主義については、大きな疑念を持った。当時、日本的

な経営組織の有効性が世界で注目されていたが、筆者には常に問題意識と強い違和感があった。 

30 歳を過ぎたところで、悩み続けたキャリアの大きな方向転換として、ミシガン州立大学（MSU）

大学院に進学した。自分の人事コンサルタントとしてのキャリアをベースに、修士課程では、産

業労使関係学科において労使関係・人的資源管理の修士号を修得した。人生の大きな岐路に立っ

たのは、その時である。研究者として博士後期課程に進むか、または実務家に戻ろうかという意

思決定において筆者の問題意識は最終的に、コンサルタントの立場からは限界があると判断し、

博士後期課程に進み、産業民主主義または組織民主主義を学ぶという決断をした。 

その際に再度悩んだのは、どの学問分野で学ぶかであった。経営学か社会心理学か、また別の

分野か熟慮の上、最終的には組織コミュニケーションに出会い、これを自分のフィールドとした。

修士在学中に経営学の組織論と産業社会心理学の講座を取ったが、コミュニケーション学が最も

フィットしたというのが学びの決め手であった。理由は、組織コミュニケーション研究ではいち

早くギデンズの構造化理論を取り入れながら、新しいアプローチを試みていた点にある。それが

筆者の問題意識と適合したのであるが、MSU 大学院のコミュニケーション学部で学ぶことができ

たのは徹底的な定量分析のプログラムであり、今考えると自分の問題意識や研究関心が学べる最

良の場所とは言い難かった。 

博士論文は、アメリカにおける日系企業の組織文化に焦点を当て、質問票を使った定量分析（ネ

ットワーク分析と心理学統計）で行った。そもそもアメリカで発展したエスノメソドロジーに関

心があったのだが、MSU ではそれを学ぶ機会もなく、統計学を中心とした定量研究によって博士

論文をまとめることとなった。しかし博士論文に反映することは無かったものの、構造化理論を

大いに学ぶことができ、また社会科学方法論を徹底的に訓練された。それらは現在の質的研究を

重視した立場においても、たいへんに役立っている。 

組織コミュニケーション研究の学びは、大学院においてだけではなかった。2001 年から西南学

院大学に籍を置いた後も、筆者は２つの大きな出会いによって再度、組織コミュニケーション研

究の方向性を転換することになった。１つは批判的アプローチ、もう１つはディスコース分析で
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ある。この２つの理論的また方法論的方向性は、コンサルタントのキャリア時代からずっと持ち

続けていた問題意識に最も有効なアプローチではないかと考え、在外研究においてこれらを集中

して学んだ。そしてこれらは例えば、企業の不祥事にみられるような組織の歪んだコミュニケー

ションに対して、非常に重要な示唆を与えてくれた。さらに東日本大震災の被災地研究において

は、日常が津波によって瞬時に崩壊し、ノーマルなビジネス環境ではない状態（一時的な市場シ

ステムの崩壊）からどのように発展させていけるか、どのようにしてコミュニティの人々が立ち

直っていくのかというプロセスに大きな示唆を与えてくれた。この２つのアプローチは、筆者の

組織コミュニケーション研究にとって極めて有効な理論的・方法論的土台となった。 

 

６．批判的アプローチとディスコース分析 

ここでは、２つのアプローチを簡単に紹介する。組織研究や組織コミュニケーション研究にお

いての批判的視座の展開は、日本ではまだ限定的である。海外では組織研究を中心に、クリティ

カル・マネジメント研究（CMS）というジャンルが確立されており、筆者を含めた一部の組織コ

ミュニケーション研究者はこれに参加している。ビジネススクールなどで教える主流派経営学と

は異なる目的を持ち、経営組織の無自覚な経営管理主義を批判する研究である（清宮・ウィルモ

ット、2020)。これは古典的なマルクス主義からの経営批判とは異なり、フランクフルト学派の批

判理論やフーコーなどのポスト構造主義的視座を土台としている。ネオリベラリズムや資本主義

的イデオロギー批判だけではなく、組織におけるジェンダーやLGBTQなどのテーマに取り組み、

近代合理性をもとにした組織研究の限界を批判的に克服しようとしている。 

CMS を支えている理論的・方法論的土台は、ディスコースの視座である。Mumby & Clair（1997）

は、組織コミュニケーションにおける意味生成と調整のシステムを重視し、組織の関係性におい

て意味がどのように生成変化するか、その調整プロセスに焦点を当てている。つまり、支配的な

言説である組織のグランドナラティヴがどのように形成されているかを分析している。とくにそ

れを、パワー関係の葛藤や紆余曲折的なプロセスと捉えている。彼らはそのアプローチを、

「Organizational Discourse（組織ディスコース：以降 ODS）」として理論化した。 

 

組織は、そのメンバーがディスコースを通じてそれ自体を創造する限りにおいてのみ存在す

る。これは、組織とはただディスコースにすぎないと言っているのではなく、むしろディス

コースは、組織メンバーが自分たちは何者であるかという意味を形成している明確な社会的

現実を作り出す主要な手段であることを主張している。（Mumby & Clair, 1997, p.181；清宮訳） 

 

コミュニケーション学においてディスコースの視座は広く一般的に知られているが、実際の研

究実践においてはその方法論やディスコース分析はまだ多くない。組織コミュニケーションでも

同様であるが、組織ディスコースという視座による研究は、欧米において幅広く行われていた。

それはとくに、経営組織論研究者と組織コミュニケーション研究者の協力のもとに発展し、Sage 

Handbook of Organizational Discourse としてまとめられた（Grant, et al., 2004）。筆者も同様に、日本

の経営学者と協力してこれを翻訳し、『ハンドブック組織ディスコース研究』を出版した（高橋・

清宮, 2012）。このように ODS のアプローチは、組織コミュニケーション研究の主要な視座の１つ

となっている。 

批判的アプローチとディスコースの視座はとても親和性が高く、組織化が前提とされるコミュ
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ニケーション過程そのものを問題化することで、支配的なディスコースの形成とその社会関係を

分析の対象としている。ディスコースの視座から組織化とそのコミュニケーション過程を分析す

ることは、組織コミュニケーション研究の１つの方向性を示すものである。定量研究を重視する

組織コミュニケーションが、社会心理学や経営学の諸研究に類似していることを考えると、ODS

のアプローチはコミュニケーション学的側面を重視した独自性を示している。 

 

７．組織コミュニケーション研究の持続可能性 

筆者は、組織コミュニケーション研究がそのアイデンティティを持ち続けることができる限り、

存在意義と学術的な貢献は大きいものであり、持続可能性は高いと考える。アイデンティティと

いう概念は幅広く使われており、時に誤解を生じることもありうるので、明確にする。アイデン

ティティの一般的な学術的定義としては、｢はっきりと認められ定義づけられる特定のもの（人や

集団）であり、その他のものから区別可能にする性格や特質｣（Gabriel, 2008, p.136；清宮訳）であ

る。日常の言葉で言えば、特定の文脈における｢自分らしさ｣ということもできる。 

しかし近年、ディスコースの視座から、アイデンティティは個人の心理的な特徴や帰属する集

団への心理的な強さではなく、アイデンティティが関係性の中でどのように意味づけられるか、

その意味に重点が置かれることに言語論的な特徴がある。社会心理学的なアイデンティティ概念

の静態的な捉え方とは異なり、ODS の関心は言説的に構成されるアイデンティティであり、言説

の遂行的な側面である（清宮, 2022）。ポストモダン的視座から、研究は１つのディスコースであ

り、研究者が研究活動を通じてどのような遂行性を示すかが、アイデンティティ形成となるので

ある。つまりは組織コミュニケーション研究者の主体的な取組みや研究が、アイデンティティ・

ワークとして言説的に構成される限りにおいて、組織コミュニケーション「らしさ」が現れると

考える。 

 

７．１．領域から視座へ 

組織コミュニケーションのアイデンティティ・ワークの１つは、「コミュニケーション的視座」

という言説である。Communication Yearbook 17 の中で、当時 International Communication Association

の会長であったディーツ（Deetz, 1994）が言及しており、コミュニケーションは研究の「領域」と

してではなく、「視座」であると彼は主張する。その主張の基礎となるのは、あらゆる組織現象は

コミュニケーションを通じて現れているという考え方である。これは社会構成主義的な視点も強

く、コミュニケーションを研究領域として限定するのではなく、組織の諸問題を醸成し発生させ

る社会的プロセスという、「コミュニケーション的視座」として発展させるべきという主張である。

組織の問題を客観的実在とする実証主義的な前提では、コミュニケーションを領域として捉える

ことが多いが、ディーツの主張は社会的な現実を前提としており、コミュニケーションを通じて

現実が構成される際の意味形成の格闘過程に焦点を置いている。これは、組織コミュニケーショ

ン研究の１つの方向性であると考える。 

 

７．２．国際性 

第２のアイデンティティ・ワークは、国際性の重視ではないだろうか。コミュニケーション学

は、異文化コミュニケーションなどのグローバルな視点を大切にしていることもあり、国際的な

視座と取組みは組織コミュニケーション研究にとっても大きな強みと考える。日本の経営学系の



34 

研究者は比較的内向きで、日本国内の出身大学による派閥の影響が強い傾向にある。例えば、関

東圏や関西圏の有力大学の出身か否か、また誰が師にあたるかが、研究の評価やキャリアに関係

してくることがある。筆者のように、海外で学位を取った人間はある意味、出身や派閥にとらわ

れない活動が可能で、筆者にとって重要だったのはむしろ、海外とのつながりであった。翻訳出

版を提案したり、国際学会にパネルセッションを組んで参加したりするなど、国際性という点で

の貢献は重要であると考える。このように、国際性豊かなコミュニケーション学会の強みを主体

的に生かしていくことがカギとなる。 

 

７．３．学際的協力 

組織コミュニケーション研究のアイデンティティ・ワークは、他分野との違いを強調するよう

な、差別化の方向性ばかりではない。むしろ逆に、隣接領域の研究と学際的な協力を行うという

ことが重要となってくる。筆者は積極的に経営学系の学会に参加し、他流試合のようなつもりで

隣接領域の研究者に胸を借り、共同研究や国際学会のパネルを提案した。前述の『ハンドブック

組織ディスコース研究』のプロジェクトは、筆者が原著の編者である David Grant、Linda Putnum、

Cynthia Hardy に相談し、それを日本に持ち帰り、定性的研究を重視している経営組織研究者に翻

訳プロジェクトを提案したことから始まった。ディスコース分析がまだ普及していない日本にお

いて、この活動は学際的な貢献をもたらした。翻訳作業の過程にも、原著者を日本にお招きして

講演会を組むなど、翻訳作業そのものが学際的な学びの場となった。差別化すること以上に、協

力することで組織コミュニケーション研究の貢献が発揮できるといえる。 

 

８．組織コミュニケーション研究の取組姿勢 

「良い研究とは何か」を考えることは、研究に従事する上での根本的な問いである。従来の科

学的方法を重視する視座であれば、「普遍的な真実」を発見すること、提起された「問題の正解」

を導き出すことなどが目指すところであろう。しかし筆者は、これらの前提を疑うことが研究の

第一歩であり、「批判的」姿勢の意義を強調したい。一部の組織コミュニケーション研究では、真

実の追求よりも、困っている人々や社会的に周辺化されている人々の一助になるような、寄り添

う姿勢の研究を重視している。この批判的視座の方向性を、コミュニケーション学の持続可能性

の試案として議論したい。 

 

８．１．研究関心 

組織コミュニケーション研究者のアイデンティティ・ワークという点では、研究に臨む問題関

心も重要である。図表４は、筆者がたまたま仕事でフィリピンに行ったとき撮影したスラム街の

写真である。貧富の拡大が世界中に広まる中、この写真は世界のどこにでもある貧困という現実

を映し出している。例えばこのような現実に対して、組織コミュニケーションは世界にどのよう

に貢献できるであろうか？ これはコミュニケーション学の範疇ではないから関心の領域には入

らない、と否定的回答を述べる人もいるかもしれない。反対に、この問題に直接的に関係する研

究ではないとしても、問題の解決につながる研究が可能か、そしてコミュニケーション研究はど

のような役割を担えるかを考える研究者がいるかもしれない。何事に対しても、コミュニケーシ

ョン的視座の観点から問題意識を持つことこそが大事であり、自分自身がよって立つ土台を反省

する姿勢、または疑う態度が重要である。すなわち、筆者が「批判的」な視座と述べるとき、それ
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はある特定の対象を非難したり攻撃したりすることではなく、無自覚である自分の前提を疑う「問

題化」の取組姿勢を意味するのである。 

 

８．２．リベラル的正しさの限界 

前述したような批判的な姿勢とは、“正しくない”とか“間違っている”などという批判ではな

い。正しいか誤りであるかという観点からの批判は、基準をもとに客観的な判断を行うという「リ

ベラル」な正しさをもとにした、いわゆる近代的な合理性による価値判断である。これに対し、

ポスト構造主義などのポストモダン的な批判は、正しさの判断基準そのものが社会的に形成され

ている点に注目し、正しさや誤りの意味を考察することを重視する。例えば不祥事に対する批判

を検討するとき、この違いは顕著である（清宮, 2013）。リベラルな視点からは、不祥事は経営上

の過ち・失敗と捉えられ、管理上の問題から批判される。そしてその対応としてガバナンスを強

化する、コンプライアンスまたは CSR といった倫理面を醸成するなどの対策をとるのが一般的対

応である。このようにリベラルな批判というのは、不祥事は経営の判断が正しくない、つまり判

断は誤りであるという観点によって批判するのである。 

一方でポストモダン的な批判は、不祥事を資本主義的組織の必然的な帰結であると捉える。不

祥事は、決して組織の経営管理上の失敗ではなく資本主義に伴う組織の必然であり、したがって

それは無くなることのない構造的問題であると捉えるのだ。実際のところ不祥事は無くならず繰

り返し起きており、コンプライアンスや企業倫理の施策は、訴訟に負けないための裁判対策と化

している。リベラル的正しさからの対応には、限界があるのだ。筆者は、不祥事を生み出す過程、

とくに社員の言説的実践に着目し、正しさというグランド・ナラティヴの形成を分析する。行い

が正しいか誤りかという問題ではなく、社員が抵抗しづらく、コミットしてしまうコミュニケー

ション過程を批判的に考察する。また筆者は、不祥事を企業ヘゲモニーとして考察し、リベラル

的な正しさではなく企業が作り出す正義の問題として、批判的に考察する（Kiyomiya, 2011）。さ

らに歪んだコミュニケーションに目を向け、言説的商品化（discursive commodification）の理論か

ら、現代の消費社会を批判的に考察する（Kiyomiya, forthcoming）。 

 

８．３．問題化の方法 

このような批判的関心と取組姿勢は、研究者自身のポジションを相対化し問題化する方法論的

立場であり、研究活動におけるグランド・ナラティヴにチャレンジする姿勢といえる。問題化は、

人々が前提とする当たり前の中に問題があって、日常の生活においてそれが見えていないことに

着目し、これを疑うことである。そして研究という言説的実践の中で、グランド・ナラティヴの

形成に研究者自身が巻き込まれていくことを問題化すべきである。つまり研究者としての自らの

ポジションに、反省の目を向ける姿勢である。 

例えば大学院教育では、先行研究を丹念にレビューした上、それを基にリサーチクエスチョン

を創出すべきと指導される。つまり、研究がまだ発展していない、手薄な領域を埋めるような研

究が奨励されるというわけだ。ジャーナルに出版することを第一の目標とする研究者は、この方

法によって論文を大量に作ることが可能になる。しかしこれは研究における支配的な言説を補完

する活動であり、理論的一般化のプロセスを通じて生み出す「当たり前化」そのものである。

Alvesson, et al. (2017)は、このような業績作りを目的とする、本末転倒した研究と論文出版を批判

する。研究者自身も自らのポジションを相対化し、研究上の当たり前として形成される支配的デ
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ィスコースを問題化することが求められる（Alvesson & Sandberg, 2024）。 

 

９．おわりに 

最後になるが、コミュニケーション学の持続可能性という問いに対する回答と同時にメッセー

ジをお伝えする。この問いを組織コミュニケーション研究に即して考えると、隣接する他学に埋

もれないような存立意義を示すことは可能であり、持続していけるはずである。協力と協働を通

じて、コミュニケーション学の貢献を示すことは有意義であり、研究というコミュニケーション

を通じて研究と実践の循環を実現すべきである。 
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